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図７　「万代シティ周辺」と年齢層
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図８　「新潟駅周辺」と年齢層
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図９　「郊外ショッピングセンター」と年齢層
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図10　世帯構成を考慮した地区別魅力度（平均値）
図11　「古町周辺」と世帯類型
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図12　「万代シティ周辺」と世帯類型
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図13　「新潟駅周辺」と世帯類型
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図14　「郊外ショッピングセンター」と世帯類型
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は、それぞれ異なる歴史的経緯がある。さら
に、「万代シティ周辺」の一角を占めている
スーパーは、全国で、そして新潟市郊外でも
大規模ショッピングセンターを運営する法人
によるものである。「自営業層」対「郊外
ショッピングセンター」という単純な図式だ
けで、新潟市における中心市街地を検討する
ことは不十分である。新の指摘は、「日本社
会」というマクロなレベルで中心市街地を検
討する際に踏まえておかなければならない視
点ではある。しかし、検証を踏まえて行動へ
と移すにあたっては、より具体的な地域社会
の「歴史的認識」を踏まえる必要がある。
　また、中心市街地の課題を「中心商店街の
衰退」とする前提についても疑問が投げかけ
られている。大西隆は中心市街地問題と中心
商業地問題とを明確に分ける必要があること
を提案し、「中心商業地をことさら重視した
政策は時代遅れになっている」とする
16）
。つま
り、「中心商業地は各市の商業のごく一部し
か占めていないから、多くの市民にとっての
消費生活の利便性や快適性を向上させるに
は、中心市街地以外の商業地も対象とした政
策を実施しなければならない」のであり、
「中心商業地という特定の地域の支援を公共
政策として行うことはすでに意味を持たなく
なっている」と主張する
17）
。そして、中心市街
地は日常生活を支える各種機能が集積した
「公共空間」であると見なし、中心市街地を
含むより広範な都市地域全体を視野におさめ
た中心市街地活性化が必要であるとする
18）
。中
心市街地の課題を「商店街の活性化」のみで
検証しようとする前提そのものが、今後大い
に問われなければならない。
　しかし、こうした歴史的かつマクロな視点
は、地域住民の日常生活上の具体的な課題に
立脚したものでなければならない。杉田聡
は、「高齢者にとっての買物は、通院ととも
に健康・生命維持のための両輪となる営み」
であるだけでなく、「自己実現・自己確認の
れぞれの地区における主要な顧客層とおおむ
ね対応していると考えることができる。中心
市街地における「拠点性」や「にぎわい」を
考える際には、こうした特性を十分に考慮
し、各地区の「棲み分け」をさらに進展させ
る必要がある。他方、こうした現状を打破す
るために新たな発想にもとづく展開を考える
ことも可能である
12）
。いずれにせよ、中心市街
地をめぐる議論は、商業者や研究者・行政機
関にとどまらず、そこで生活する住民全ての
課題として情報を共有し、数多くの人々に
よってなされなければならない。本研究で使
用した客観的なデータはそのための出発点で
ある
13）
。
Ⅳ　今後の課題
　新潟市民を対象とした調査データをもと
に、中心市街地の現状と課題について検討を
行ってきた。魅力度及び行為という観点から
測定された新潟市中心市街地の現状は厳し
い。しかし、そこを実際に訪れている人が感
じる魅力度は決して低いものではない。ま
た、それぞれの地区に魅力を感じ、そこへと
引き付けられる住民のタイプの違いも明らか
になった。とはいえ、全体としてみた場合、
郊外ショッピングセンターの魅力度は高く、
新潟市内に居住する成人の３名中２人が休日
や祭日に郊外ショッピングセンターへ出かけ
ており、中心市街地における数字を引き離し
ているという現状は頑として存在する
14）
。
　新雅史によれば、「20世紀初頭の都市化と
［人口］流動化に対して、『よき地域』をつ
くりあげるための方策として商店街は発明さ
れた」ものであり、「商店街の来歴に対す
る」「歴史的認識を欠いたままで、いくら商
店街に関する政策を提言しても、その効果は
見当違いに終わる」とされる
15）
。「古町周辺」
「万代シティ周辺」「新潟駅周辺」という新
潟市の中心市街地を構成する３つの地区に
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立地する商業地ないし商店街の活性化だけに
限定してはならない。それぞれの市街地に蓄
積されてきた固有の地域史と、近隣を単位と
した人々の日常生活の場としての地域社会の
ありかたが、何よりもまず問われなければな
らい。そのうえで、広範囲にわたる行政単位
としての都市の在り方、さらにはグローバル
な視点が必要とされる。日常生活空間として
の地域社会の「公共性」と、行政単位として
の都市の「拠点性」といったふたつの視点を
持つことで、中心市街地についての調査デー
タは血の通ったものになる。そして、中心商
店街が地域社会において果たす役割もまた、
このような文脈をふまえて展開されなければ
ならない
20）
。
［注］
１）総務省行政ポータルサイトe-Gov <http://law.
e-gov.go.jp>  2013年４月26日参照．
２）2013年３月時点。首相官邸HP <http://www.
kantei.go.jp>　 2013年３月１日参照．
３）川崎興太は2011年度をもって計画期間が満了
となった14市の最終フォローアップ結果を検討
し、以下のように述べている。「これらの結果
は、わずか14市のものにすぎないが、初期に認
定を受けるだけの意気込みをもった都市の結果
だと言いうるならば、その他の国に選ばれし都
市においても、財源の集中投資に裏打ちされた
さまざまな努力にもかかわらず、決して順風満
帆に活性化が図られているわけではないとの推
論は、それほど的外れではないように思われ
る」（川崎．2013：7）。
４）新潟市．2008（最終変更2012）：25．
５）杉村．1973, 岩崎．1998，劉、岸、日野、佐
藤．2004，伊東．2004，高崎市．2008，秋山、
奥島、井ノ口．2011参照。
６）調査票作成段階において、より具体的かつ広
範域を指し示すものとして「古町周辺」「万代
シティ周辺」「新潟駅周辺」という選択肢を採
手段」であると指摘する。言い換えるなら、
日常生活における買物は、社会参加の一環と
して考えることができる。その社会参加が商
店街の衰退によって阻まれることで生じたの
が「買物難民」であり、「身体的にも経済的
にも［現状への］対応が難しく、生涯苦労を
背負ったままになる可能性が高い」高齢者が
主要な部分を占める
19）
。
　本調査においても明らかなように、地元商
店街利用者率は年齢と共に上昇しており、80
歳以上では７割近くとなっている（図15）。
そして、既にふれたように、郊外ショッピン
グセンターについての数値は60歳代から下降
している（図５及び図９）。自家用車利用を
前提として、また30歳代から50歳代までの住
民が魅力を感じるとして形成された郊外
ショッピングセンターが、徒歩で利用するこ
とができる近隣地元商店街を駆逐することで
「買物難民」は生み出される。そして、中心
市街地に居住する住民にとってもこうした状
況は無関係ではない。中心商店街の衰退によ
り、そこを日常生活圏域とする住民にとって
の「買物」が困難になるからである。そし
て、こうした商店街の衰退は「近隣地域社会
の解体」に繋がる。「歩いて利用することが
できる商店街」を含む範囲で形成される「日
常生活の場としての地域社会」と、その住民
の生活上の課題を出発点とすることで、歴史
的かつマクロな視点は初めて生産的なものに
なる。
　中心市街地活性化をめぐる議論は、そこに
図15　地元商店街と年齢層
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の魅力度と利用度を上昇させていると考えるこ
とができる。しかし、「万代シティ周辺」と
「新潟駅周辺」では、利用度の上昇要因となっ
ているものの、魅力度への影響をそれほど見出
すことができなかった。定住人口を基本とした
地域社会の特性に基づく分析では、区ではなく
中学校区程度の範域を単位とする必要がある。
同時に、高齢者世帯が必ずしも特定の地域に集
中して居住しているわけではないと考えるな
ら、「買物難民」に代表されるようなニードは
地域社会の課題として顕在化しにくいという事
態も想定することが出来る。
12）久繁．2012．
13）調査対象者の居住地との関係では、これまで
論じられてきたように交通網を含めた距離とい
う要因、つまり当該地域から距離的・時間的に
居住地が離れるほど魅力度は減少するという傾
向を見出すことができた（データ等は省略）。
また、購買行動という視点から考えるのなら、
対象者ないし対象世帯の収入（可処分所得）と
いう要因も無視することはできない。しかし、
郵送法による調査であることも踏まえ、回収率
低下をできる限り抑えるという方針から、世帯
収入に関する調査項目は見送らざるを得なかっ
た。
14）回答者の67．2％が「郊外ショッピングセン
ター」としているのに対して、「古町周辺」
「万代シティ周辺」「新潟駅周辺」はそれぞれ
22．4％、36．7％、18．6％である（多重回
答）。目的としては90%弱が「買物」を、50％
強が「食事」を挙げている（多重回答）。ま
た、主な交通手段は74．0％が「自家用車」で
ある。
15）新．2012．26．
16）大西．2012．14．
17）大西．2013．3．
18）「最近話題になったのは、新潟県長岡市が市
役所を中心市街地へ移転させたことである。市
役所には、市民が使える全天候型の空間を設け
て、各種のイベントや集会が行えるようにして
用した。本研究でもこのような表現を踏襲して
いる。また、「郊外ショッピングセンター（郊
外SC）」は、特定の個別店舗を指し示すので
はなく「総称」である。
７）本事業は「中心市街地活性化計画」を受けた
ものではなく、あくまで「新潟市中央区自治協
議会自主事業」である。2012年度における本事
業費予算は 882,000円であり、その大部分は調
査票の配布・回収及びデータ入力業務・報告書
作成費に使用された。ただし、調査設計及び
データ集計・分析等は外部に委託することな
く、部会メンバー及び担当行政スタッフととも
に行った。調査対象者のリスト及び回収調査票
等、個人を特定できる情報は新潟市中央区役所
内において厳重に管理されており、部会メン
バーには調査結果のデータ（数字及び自由記
述）のみが渡されている。長谷川俊英座長をは
じめとした部会のメンバーの方々、また中央区
地域課関智雄係長及び上村将治さんにこの場を
借りて感謝します（役職名等は2013年３月時
点）。
８）平川．2012．
９）個別の調査項目集計数値及び調査票は、新潟
市中央区自治協議会．2013を参照。
10）対象地区ごとの魅力度と住民層との関係を、
性別・年齢という複数要因の組み合わせによっ
てさらに絞り込むと、同じ女性を対象としてい
るものの、その数値からは相対的に若年層に評
価の高い「万代シティ周辺」と、40歳代以降が
魅力を感じる「古町周辺」との違いが明らかに
なる。
11）居住地を考慮して対象者の世帯類型を整理す
ると、中心市街地が位置する「中央区」におい
て「一人暮らし世帯」が14．5％と際立った数
値を示している（全市では9．0％）。しかし、
年齢を考慮した場合、「高齢化」が際立って高
い数値を示す区を見出すことができなかった。
中央区に居住する「一人暮らし」層が、多くの
年齢層を通じて、郊外ショッピングセンターの
魅力度と利用度を下げ、反対に、「古町周辺」
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ケート調査結果から－．新潟青陵学会誌．
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いる。こうした施設を活用することによって賑
わいが創出されれば、他の業務機能や、住宅
（マンション）が周辺に立地するきっかけとな
る可能性がある。もちろん市役所だけでなく、
病院、老人保健施設、子育て施設等も併せて集
約的に立地することによって、種々の活動や多
様な人々の居住の中心とすることができればさ
らに求心性は強まろう」同上．2013．5．
19）杉田．2008．18-19．
20）本調査終了後、「万代シティ周辺」に多機能
複合型ビルがオープン、「古町周辺」では長い
間「空き店舗」となっていた中心部に地域密着
型の食品店が開店した。また、新潟市西区内で
シニア層のニーズにも対応するとして、郊外
ショッピングセンターが全面改築された。さら
に、中心市街地を通る公共交通網の抜本的な再
編議論も進行中である。
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